山形県環境保全協議会　平成22年度環境保全活動助成金交付要綱
第１　通則

　山形県環境保全協議会　環境保全活動助成金の交付については、この要綱に定めるところとする。

第２　目的

　この助成金は、会員の環境保全活動を促進するとともに、会員同士や会員とＮＰＯ等が協働で行う環境保全に関する活動・調査・研究等に対し、その活動費用を助成することで、会員同士の交流を図るとともに、地域社会に貢献することとを目的とする。

第３　交付の要件等

　助成金の対象となる事業は、会員が行う環境保全のための実践活動であり、次の各号に該当する事業とする。

　１　事業を実施する組織・団体は会員同士や会員とNPO等が参加していること

　２　事業の目的が、地域に貢献するものであること

　３　営利を目的としていないこと

　４　平成２２年度中に実施する事業であること

第４　対象経費及び助成金の額

　助成金の対象となる経費は、その事業に直接要する経費で別表に掲げるものとし、助成金の額の上限は５万円とし、助成先は2団体程度とする。
　なお、申込みが多数の場合は、助成金の上限額を調整することがある

第５　助成金の交付申請

　助成金の交付を受けようとする会員は、平成２２年８月１０日までに、別記様式第１号による申請書を山形県環境保全協議会会長に提出するものとする。

第６　交付決定及び通知

　山形県環境保全協議会会長は、助成金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査等により、当該申請に係る助成金を交付すべきものと認めたときは、速やかに助成金の交付を決定し、申請した者に通知するものとする。

第７　実績報告

　助成金の交付を受けた会員が、事業を完了したときは、その完了した日から３０日を経過した日又は平成２３年３月１０日のいずれか早い日までに、別記様式第２号による実績報告書を山形県環境保全協議会会長に提出しなければならない。

第８　その他

　山形県環境保全協議会会長は、助成金の交付を受けた事業の実施状況等について、他の会員及び広く一般に対して周知するものとする。

附則

　この要綱は、平成２２年６月１０日から施行する。
別表

対象経費等

	項目
	内容

	講師等謝金
	

	講師等旅費等
	講師等交通費・宿泊費

講師等との打合せ交通費・宿泊費等

講師等食事代

	通信運搬費
	切手代、はがき代、運搬料等

	印刷・資料費
	ＰＲ用チラシ、ポスター作成費、報告書作成費、

打合せ資料コピー代、資料購入費等

	会場費
	会場使用料、展示用品借上げ経費、看板等

	記録費
	録音費、写真費等

	その他
	その事業のために必要な資材等の購入費




様式１

平成　　年　　月　　日

山形県環境保全協議会

　　会長　　小　嶋　信　一　殿

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会員名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

　　　　　　　　　　　環境保全活動助成金交付申請書

　標記の助成金の交付を受けたいので、要綱第５の規定により関係書類を添えて申請します。

１．事業総額　　　　　　　　　　　　　円

２．助成金申請額　　　　　　　　　　　円

３．事業計画書（別紙１）

４．収支予算書（別紙２）

様式２

平成　　年　　月　　日

山形県環境保全協議会

　　　会長　　小　嶋　信　一　殿
申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会員名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

　　　　　　　　　　　環境保全活動助成金実績申請書

　平成　　年　　月　　日付け環保協第　　号をもって助成金の交付決定を受けた助成事業に係る実績について、要綱第７の規定により関係書類を添えて報告します。

１．事業総額　　　　　　　　　　　　　円

２．助成金申請額　　　　　　　　　　　円

３．事業実績書（別紙１）

４．収支精算書（別紙２）

別紙１

事業計画（実績）書

	事業名
	

	事業の目的
	

	事業の内容

（事業の状況）
	（1） 日時（期間）

（2） 場所

（3） 参加者

（４）事業内容


次のものを添付してください。

　実績報告時：事業内容のわかるもの、写真など
別紙２

収支予算（精算）書

	項目
	予算額
	精算額
	比較増減額
	内　　　容

	収入
	自己財源
	
	
	
	

	
	協議会助成金
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	支出
	講師等謝金
	
	
	
	

	
	講師等旅費等
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	

	
	印刷・資料費
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	

	
	記録費
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	


対象経費について記入してください。

内訳の欄に具体的な内容と金額を記入してください。

収入と支出の金額が一致するように作成してください。

申請時は「精算額」「比較増減」欄は空欄となります。

